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〈論文〉
心理学関連領域における死別研究
—遺族に対する調査の課題—
渡 部 麻 美
1．死別とその影響
近親者との死別は、ある社会的役割を果たしていた人がいなくなること
で、残された遺族の生活を大きく変化させ、特有の心理的変化をもたらす。
死別の心理的影響については、心理学、精神医学、看護学などの多岐にわた
る研究分野で検討されている。そのため、死別後の心理過程を示す統一的な
用語がないのが現状である（松井，2007）。松井（2007）は、近親者との
死別後に体験する心理現象を表す言葉として、bereavement（近親死反応、
死別反応）、object loss または loss（対象喪失、喪失）、grief（悲嘆、悲哀、
悲しみ）、mourning（悲哀、喪）などを列挙している。これ以降、本稿で
は遺族の心理状態を表す言葉として、「悲嘆」あるいは「悲嘆反応」を用い
る。悲嘆は、死によって愛する人を亡くしたときの最初の情動（情緒）反応
を表す用語であり、喪失への正常で自然な反応である（Stroebe, Hansson, 
Schut, & Stroebe, 2008）。
松井他（2003）は、近親者との死別後に多くの人が経験する悲嘆反応を
表１（次頁）のように整理している。死別後もっともよくあらわれる反応
は、「亡くなったことが悔やまれた」（73.2%）という反応である。さらに、
「涙もろくなった」（49.9%）や「心のハリがなくなった」（37.0%）のよう
な悲しみや気力の低下もみられる。「睡眠がうまくとれなくなった」（40.8%）
のように不眠傾向を示す遺族も多い。このように、親しい人との死別の後に
は、感情・情動面の変化に加え、身体的な変化も生起する。なお、死別後の
悲嘆として怒り反応がみられることもある（Stroebe et al., 2008）が、松
井（2007）は自身の調査経験から、日本人には怒り反応よりも罪悪感の方
が生じやすいと述べている。
また、一口に死別と言っても多様なケースが存在する。多くの人が経験す
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るのは、高齢になった近親者が病気や老衰で亡くなるケースである（安藤，
2004）。この場合、亡くなるまでの日々の関わりを通して、当事者の心身の
衰えを徐々に実感することから、死別の予期ができていることが多い。しか
し、すべての死別がこのような予期の後に訪れるわけではない。災害や事故
などによる死別は、平穏な日常生活を送る中で突然に発生する。このような
「予期しなかった悲嘆」を経験した場合、遺族はその衝撃を乗り越えて次の
段階に進むことが困難であるといわれている（Parkes & Weiss, 1983）。そ
れに加えて、死別に関する予期の有無は、死別の衝撃からの回復期間の長さ
に影響することもわかっている（池内・藤原，2009）。
以下では、まず一般に死別経験がもたらす心理的負荷や悲嘆に関わる要因
について概観する。それに続いて、「予期せぬ死別」を経験した人々の心理
過程に関する研究の例として、災害による死別を経験した遺族や航空機事故
の遺族に関する研究を概観する。さらに、亡くなった人との関係継続に関わ
る研究を紹介する。最後に、心理学関連領域における遺族に対する調査の課
題について述べる。
反　　応 選択率
1 亡くなったことが悔やまれた 73.2%
2 涙もろくなった 49.9%
3 睡眠がうまくとれなくなった（寝つきが悪くなった、眠りが浅くなった、朝早く目が覚めるようになったなど） 40.8%
4 心のハリがなくなった 37.0%
5 気が滅入るようになった 36.9%
6 夢を見ているようで、目の前のことが現実とは思えなかった 35.0%
7 自分を責めたり、自分のしたことを悔やんだりした 32.2%
8 落ち込みやすくなった 31.6%
9 強い不安を感じた 30.1%
10 自分に起きていることを、外からながめているような気持ちになった 27.2%
11 次々とよくないことを考え、とりこし苦労をした 23.1%
12 頭の中が真っ白になって何も考えられなくなった 21.8%
13 とてもイライラしたり、ちょっとしたことでも気にさわった 20.0%
14 胸がドキドキするようになった 19.0%
15 お腹の具合が悪くなった（胃痛、腹痛、下痢、便秘など） 13.4%
16 わけもなく興奮した 11.6%
17 記憶が抜け落ちて思い出せない出来事があった 9.7%
表１　死別直後の悲嘆反応（松井・安藤・福岡 , 2003 から松井 , 2007 が作成）
注）選択率は松井・安藤・福岡 (2003) の首都圏の成人 835 名に対する調査による。
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2．一般の死別経験と悲嘆
死別は人生において経験される出来事の中でも、大きな心理的、身体的
負荷を発生させる出来事の一つである。Holmes & Rahe（1967）は、社会
的再適応評価尺度（Social Readjustment Rating Scale; SRRS）によって、
様々なライフイベントのストレスの大きさを測定している。社会的再適応評
価尺度は、ライフイベントを経験した際に、それに適応するまでにかかる主
観的な時間や努力の程度をストレス総量と捉えている。「結婚」のストレス
総量を 50 とした場合、「転居」「大きなケガまたは病気」「失業」といった様々
な出来事のストレス総量がどの程度であるかを質問紙調査でたずねている。
その結果、「配偶者の死」のストレス総量が最も高い値である 100、「近親者
の死」が全体の 5 番目の 63 であった（表２; Holmes & Rahe, 1967）。日
ライフイベント 平均値 ライフイベント 平均値
配偶者の死 100 子どもの独立 29
離婚 73 義理の家族とのトラブル 29
別居 65 飛び抜けた業績をあげる 28
服役 63 配偶者の就職または退職 26
近親者の死 63 入学または卒業 26
大きなケガまたは病気 53 生活環境の変化 25
結婚 50 生活習慣を改める 24
失業 47 上司とのトラブル 23
夫婦の和解 45 勤務時間や勤務条件の変化 20
退職 45 転居 20
家族の健康状態の変化 44 転校 20
妊娠 40 余暇活動の変化 19
性的な問題 39 教会活動の変化 19
新しい家族の加入 39 社会活動の変化 18
仕事上の再適応 39 １万ドル以下の借金 17
経済状況の変化 38 睡眠習慣の変化 16
親友の死 37 同居家族人数の変化 15
異なった職種への移動 36 食習慣の変化 15
配偶者と口論する回数の変化 35 休暇 13
１万ドル以上の借金 31 クリスマス 12
抵当やローンが流れる 30 軽微な法律違反 11
仕事上の責任の変化 29
表２　社会的再適応評価尺度（Holmes & Rahe, 1967）
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本人の勤労者の場合、もっともストレス総量が高くなるのが「配偶者の死」
の 83 で、2 番目が「失業」の 74、3 番目が「近親者の死」の 73 である（加
藤，2008）。「配偶者の死」が Holmes & Rahe（1967）よりも小さい値で
はあるが、それでも最も心理的負荷をもたらす出来事として評価されてい
る。親しい人との死別経験は、様々なライフイベントの中でも個人にとって
大きな心理的負荷を与えることがわかる。
安藤（2004）は、首都圏の 20 歳以上 70 歳未満の男女に対して死別に関
する調査を行っている。この調査は、「4．航空機事故遺族の悲嘆」で述べ
る中華航空機墜落事故の被害者遺族調査の比較対象とするために行われたも
のである。調査対象者は首都圏の 20 歳以上 70 歳未満の男女 2000 名、有
効回答数は 835 名であった。調査項目は、亡くなった人の性別や年代、続
柄、死亡原因や生前の生計との関わり、死別による悲嘆の程度を測る尺度な
どであった。
死別経験の有無について、安藤（2004）では「あなたはこれまでに、自
分にとって身近な人（家族や親戚、友人、先生、職場の同僚など）の死を
経験したことがありますか？」という項目でたずねている。その結果、死
別を経験したことのある人の割合は男性で 76.5%、女性で 77.7％であった。
20 歳代に限ってみると、男性で 75.5%、女性で 67.1％であり、若い世代
であっても 7 割程度は近親者との死別を経験していることになる。60 歳代
になると、男性で 87.7%、女性で 80.4％である。したがって、多くの人に
とって、死別は経験したことのある身近な出来事だといえる。
どのような要因が死別直後の悲嘆の程度を規定するのかを検討すると、男
女で異なった結果が得られている。男性では亡くなった人が子どもや配偶者
であると直後悲嘆が強くなり、女性では亡くなった人が家庭の生計を担って
いた場合に直後悲嘆が強くなる傾向があった（安藤，2004）。男性の結果は、
上述した Holmes & Rahe（1967）の知見と一致した結果だといえる。女性
の結果も、家計を一手に担ってきた配偶者を亡くした場合が想定される。専
業主婦である女性が家計を担う夫を失ったとすれば、その後の生活がどのよ
うに変化していくのか予想もつかない状況におかれるであろう。死別そのも
のの衝撃に加え、死別後の自身や子どもの生活に関する不安が悲嘆を強くす
ると考えられる。
Stroebe, et al.（2008）では、死別後の悲嘆を引き起こす条件を検討する
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アプローチとして、次の 3 つを挙げている。1 つ目は、故人との絆とその心
的表象を悲嘆の原因とするアプローチである。Bowlby（1980）のアタッチ
メント理論はこれに該当する。愛着対象であった人を失えば、その人との絆
が強いほど悲嘆の程度強くなる。2 つ目は、主観的世界像の崩壊から悲嘆が
生じるとするアプローチである。近親者の死によって、それまでの生活が抜
本的に変化すると、日常生活のあり方だけでなく、個人の世界観や自己像ま
でが危機に陥り、悲嘆が発生する。3 つ目は、人間関係による支えの喪失が
悲嘆を発生させるとするアプローチである。近親者と死別することは、その
人がもたらしていた心理的サポートと物理的サポートを失うことでもある。
その喪失によって悲嘆が生じる。3 種類の要因は、主観的なものから客観的
なものまで幅広い領域に渡っている（Stroebe, et al., 2008）。死別後の悲
嘆には、残された遺族の内面から行動までの広範な変化が影響を及ぼしてい
るといえるだろう。
３．災害遺族の悲嘆
災害の多い日本において、災害によって亡くなった人々の遺族の心理過程
を明らかにすることは、その後の遺族のケアという点で社会的要請の大きな
研究テーマである。災害による死別は、病死などによる死別とは異なる特徴
を持つ。松井他（1993）は、災害による死別を経験した遺族の特徴を 2 点
挙げている。まず、災害死は突然起こるため、看取りにかけられる時間が短
く、遺族の悲嘆が強くなりやすい。2 点目として、遺体の捜索や多重の喪失
体験など、他の死別にはない要因が存在する。
災害死による遺族の悲嘆からの回復を左右するのはどのような要因であ
ろうか。松井・鈴木・堀・川上（1995，1996）は、日本における災害遺族
の心理に関する研究を展望している。松井他（1995，1996）によって検討
されたのは、1982 年の長崎水害（東京大学新聞研究所「災害と情報」研究
班，1984）、1983 年の三宅島噴火（三宅・尾崎・箕口・上村・吉松・箕輪，
1991）、1990 年からの雲仙・普賢岳災害（長崎大学生涯学習教育研究セン
ター運営委員会，1993）、北海道南西沖地震（藤森・林・藤森，1994；藤森，
1995）などを中心とした災害の被災者を対象にした研究である。
松井他（1996）は、これらの研究を整理し、災害遺族の悲嘆からの回復
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に影響する要因を 5 側面に分類している。第１の側面は、性別や性格、価
値観などといった遺族自身の要因である。第 2 の側面は、故人の家族内で
の意味や社会的地位などの、故人および故人と遺族との関係である。第 3
の側面は、遺体の捜索状況や看取りの有無、葬儀の状況などの死の状況であ
る。第 4 の側面は、被災を運命として受け入れるか、被災の原因を他者や
遺族自身に帰属するかといった、死や災害の捉え方である。第 5 の側面は、
経済的問題や近隣との接触、公的機関やマスコミの対応などの死後の家庭状
況である。一般に悲嘆からの回復に大きく影響すると予想されるであろう、
本人のもともとの性格や心身の健康、価値観といった内面的要素ばかりでな
く、故人の社会的地位（第 2 の要因）や死の状況（第 3 の要因）、死後の周
囲からの対応（第 5 の要因）のような、外的な要因も悲嘆からの回復過程
を左右している。
第１の要因や第 2 の要因は、病死などの死別でも存在する要因であるが、
第 3 の要因から第 5 の要因は、災害死以外の死別にも必ず存在するとはい
えない。特に、第 5 の要因に含まれるマスコミとのやり取りなどは、老衰な
どによる死別では存在しない要因であり、近隣との接触のあり方も病死によ
る死別と災害による死別とでは大きく異なるであろう。災害死はその公共性
の高さから、周囲の人々から支援や同情を受けるが、それと同時に「けなげ
に振る舞ってほしい」「もう立ち直ってほしい」といった周囲からの期待が
遺族にとってストレスとなるということも指摘されている（松井他 ,1996; 
Raphael, 1986）。
2011 年の東日本大震災の遺族に関する研究も活発に行われている。髙橋
（2013）によれば、東日本大震災で遺族となった人は約 10 万人と推計され、
遺族へのケアはこの震災からの復興へ向けて重要なテーマとなっている。髙
橋（2013）が、東日本大震災の遺族に強くみられた反応として挙げている
のは次の 2 点である。１点目は、「あの時に逃げろと言っていれば救えたの
ではないか」、「自分が生き残って若い人が亡くなって申し訳ない」という後
悔・自責の念である。2 点目は、遺体の損傷が激しく身元の特定が困難であ
るが故に、近親者の死を否認する傾向である。いずれも、地震や津波という
災害の特徴を反映した反応である。
さらに、東日本大震災の行方不明者の多さは、家族の悲嘆を複雑なもの
にしている。瀬藤・黒川・石井・中島（2015）は、東日本大震災の行方不
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明者の家族が「あいまいな喪失（ambiguous loss）」状態にあると述べてい
る。「あいまいな喪失」では、近親者の不在の受け入れについて葛藤が生じ、
「あの人は帰ってこない、いや帰ってくるかもしれない」といった感情の揺
れによって、悲嘆の複雑化が起こりやすい。また、家族メンバーのひとりひ
とりの役割が不明確になり、残された家族間に葛藤が生じやすい。行方不明
者の家族における悲嘆の複雑化については、この震災に特徴的な事象として
笠原（2015）なども指摘している。なお、瀬藤他（2015）は、故郷の町が
あるにも関わらずそこに帰ることのできない、福島第一原子力発電所の近隣
住民のおかれた状況も「あいまいな喪失」に該当するとみている。
以上のように、災害による死別に対する心理的反応には、一般的な死別
にもみられる個人ごとの要因に加えて、災害死特有の要因が関わる。さら
に、東日本大震災でいえば行方不明者の数のような、その災害のみに備わる
特徴が悲嘆の強度や質に影響を及ぼす。それゆえ、災害による死別の悲嘆過
程を、ひとつの枠組みで記述することは困難であろう。多くの人が被害を受
ける災害死であっても、個々の死別体験は、あくまで個人的なものだといえ
る。
４．航空機事故遺族の悲嘆
事故による死別も、災害と同様に予期せぬ死別に分類できる。特に航空機
事故は、道路交通事故や鉄道事故などと比べて発生頻度が低く、人々のリス
ク認知も低い。災害や事故、疾病といった各種の危険に対する人々の不安
評定値を測定した中谷内（2012）によれば、交通事故や鉄道事故、水難事
故、さらに地震や台風などの自然災害に比べて、航空機事故は平時の不安評
定値が格段に低い。つまり、ふだん我々は、航空機を安全な交通手段だとみ
なし、航空機事故が発生するという可能性を非常に低く見積もっている。こ
のように、安全な乗り物だという先入観を持たれている航空機が事故を起こ
し、それによって近親者を失うことは当人にとって全く予期せぬ喪失である
といえる。
また、航空機事故は、事故後の対応を個人で行なうことが難しいという点
で、他の死別経験とは異なる。航空機事故は被害者が多数発生する。その被
害者遺族は集団で組織を結成し、長期にわたって航空会社との交渉にあた
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る。本節で取り上げる中華航空機墜落事故でも、被害者遺族が複数の遺族会
を結成して裁判に取り組んだ。この事故に関連するすべての裁判が終結した
のは2008年であり、1994年の事故の発生から実に14年が経過している（安
藤・松井・福岡，2011）。
さらにこの種の規模の大きな事故では、裁判やマスコミ報道によって死別
原因となった事故の過程や被害者の情報が公にされるという特徴もある。死
別は本来極めて私的な出来事である。その死別が組織対組織のやり取りの俎
上にのることで、ひとりひとりの遺族が被害者との個人的な思い出を振り返
り、時間をかけて死と向き合うことが困難になる。こういった状況で、航空
機事故遺族の悲嘆が複雑化し、回復が困難になることは想像に難くない。
社会心理学分野の研究者が行った体系的な航空機事故遺族の研究として、
安藤（2004）による中華航空機墜落事故の遺族研究が挙げられる。中華航
空機墜落事故は、1994 年 4 月 24 日に台湾発名古屋行きの中華航空機 140
便が名古屋空港において着陸に失敗し、滑走路脇に墜落炎上した事故であ
り、この事故により 264 名の乗員乗客が亡くなっている（安藤・松井・福
岡，2011）。2014 年に事故から 20 年を迎え、事故現場で遺族らによる慰
霊式典が行われた（朝日新聞，2014.04.27）。
安藤（2004）は、この事故の遺族の心理的状況を明らかにするために、
複数回の体系的な調査を行っている。この調査は、中華航空機墜落事故の
遺族に対する 2 回の質問紙調査と、比較調査として行われた一般市民調査、
さらに遺族対象の面接調査によって構成されている。本稿では、2002 年に
行われた 2 回目の中華航空機事故遺族調査と一般市民調査の結果を紹介す
る。前者を事故遺族調査、後者を一般遺族調査と表記する。事故遺族調査
は、名古屋空港中華航空機事故遺族会に協力を依頼し、郵送調査によって質
問紙に回答を求めた。事故遺族 76 名（平均年齢 48.9 歳）の回答を分析し
ている。一般遺族調査は「1．死別とその影響」ですでに言及した調査であ
り、首都圏の 20 歳以上 70 歳未満の男女 835 名を分析対象としている。
安藤（2004）において死別による衝撃度を測定するために使用されたの
は、改訂版出来事インパクト尺度（IES-R; Impact of Event Scale- Revised: 
飛鳥井，1999）である。この尺度は、特定の出来事の衝撃がどの程度残っ
ているかを数値化するものであり、心理学研究の分野では、災害や事故、事
件などのトラウマティックな出来事によって個人が受けた衝撃を測定する際
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に頻繁に用いられる。IES-R は「侵入（Intrusion）」、「回避（Avoidance）」、
「過覚醒（Hyperarousal）」の 3 つの下位尺度から成り立っている。「侵入」
は「考えるつもりはないのに、そのことを考えてしまうことがある」、「回避」
は「そのことをなんとか忘れようとしている」、「過覚醒」は「ものごとに集
中できない」といった質問項目への回答によって測定される。これらの下位
尺度ごとの数値を議論することもあるが、安藤（2004）では 3 つの下位尺
度をまとめた合計点を使用している。
死別後には、近親者の死そのもの衝撃に加え、二次的ストレッサーも発生
する。二次的ストレッサーとは、「愛する人の死によって新たに生起した、
あるいは表面化した状況や出来事のうち、個人にとって負担や有害であると
認知された事象」と定義される（坂口，2001）。安藤（2004）は、遺族が
死別後に経験する二次的ストレッサーの発生頻度を測定するために、死別後
ストレッサー尺度を作成している。死別後ストレッサー尺度は「家族の問題
（項目例：家族のまとまりが弱くなった）」、「用事の増加」（項目例：行事や
手続きなど、やり慣れないことが多くてとまどった）、「生活・経済面の悪化
（項目例：生活が苦しくなった）」、「周囲の不適切な発言（項目例：周囲から、
思いやりのない言葉をかけられた）」の 4 つの下位尺度を含んでいる。
安藤（2004）では、一般遺族のデータを元に、IES-R の得点と死別後ス
トレッサーとの関連が検討された。IES-R の得点と死別後ストレッサーの 4
つの下位尺度の得点にはいずれも有意な相関がみられ、死別に伴って、「家
族の問題」、「用事の増加」、「生活・経済面の悪化」、「周囲の不適切な発言」
などのストレッサーを経験するほど、IES-R の得点が高くなる。つまり、死
別に付随して起こる、遺族にとって負担となる出来事が多いほど、死別の衝
撃が残りやすくなる。
また、安藤（2004）では、死別経験後の遺族の心理的変化を測定するた
めの尺度を開発している。この尺度は「生の意義の認識（項目例：人々や
物を、いて当たり前、あって当たり前だとは思わなくなった）」「人間的成
長（項目例：自分に自信が持てるようになった）」「死への関心（項目例：自
分の死について、もっと考えるようになった）」「意欲低下・人間不信（項目
例：他人を信用しようという気持ちが弱まった）」の 4 つの側面から、死別
を経験した後の遺族の心理的変化を把握する尺度である。
航空機事故遺族と一般遺族を比較すると、航空機事故遺族は一般遺族に比
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べて IES-R の得点も、死別後の心的変化の 4 つの側面のいずれの得点も有
意に高い値を示した（安藤，2004）。つまり、航空機事故遺族は一般遺族よ
り死別によって受ける衝撃が大きく、死別によって引き起こされる心理的変
化も大きい。ただし、この死別後の心理的変化には、「意欲低下・人間不信」
のような否定的な変化が含まれるが、「生の意義の認識」や「人間的成長」
のような、視野を広げその後の生活を豊かにするであろう、ポジティブな変
化も含まれていることに注目したい。
航空機事故遺族は事故をきっかけとして様々な活動に携わっている。例え
ば、「慰霊施設の建設や、掃除などの維持管理に協力した」（73.7%）や「事
故原因の究明と再発防止を求める街頭署名活動をおこなった」（69.7%）な
どが回答されている（安藤，2004）。また、このような事故に直接関わる活
動以外にも、わずかではあるが「これらの活動の他に、事故がきっかけで
ボランティア活動や社会的な活動を始めた」（5.3%）と回答した遺族もいる
（安藤，2004）。事故による死別経験のあと、遺族たちは社会的な活動を実
際に行うようになっている。
実際の活動だけでなく、航空機事故遺族は事故後に社会的事象に対して関
心を向けるようになっている。「裁判や賠償請求のあり方について」（60.5%）、
「マスコミの取材や報道の仕方について」（56.6%）、「航空会社のあり方につ
いて」（55.3%）、「空港の安全対策について」（51.3%）は半数を超える遺族
が関心を持つようになった事柄として選択していた（安藤，2004）。これら
は、事故後に遺族自身が経験した一連の裁判の過程やマスコミによる取材を
受けた経験や、事故原因が解明される過程で航空会社や空港の実態を知った
ことが端緒になっていると考えられる。
以上の安藤（2004）の研究は、予期せぬ死別の衝撃の大きさを、事故遺
族と一般遺族の比較によって実証したものと位置づけられる。それに加え
て、事故遺族の心理的変化の大きさや遺族が事故後に行なった具体的な活動
を明らかにしており、特異な事故によって近親者を失った人々の心理面・行
動面双方の変化が詳細に記述された貴重な資料だといえよう。
５．喪失対象との継続的関係
ここまでに、主として災害や航空機事故による死別後の悲嘆に関わる要因
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について議論してきた。多くの場合、死別から時間が経つにつれて、故人や
死別という出来事そのものの捉え方も変容していく。本節では、遺族が故人
の記憶とどのように向き合っているのかを検討した池内（2006）の研究を
紹介する。
池内（2006）は「形見」に関する調査を通して、死別後に時間がある程
度経過してからも、遺族と喪失対象との継続的な関係がみられることを明ら
かにしている。郵送法による質問紙調査の結果、397 名の死別・離別経験者
（平均年齢 39.6 歳）の 69.0％が何らかの形見を所有していた。その内容は、
写真やアルバムなどの喪失対象を直接想起させるもの、衣類や装飾品といっ
た喪失対象の所有物、手紙やメールなどの回答者と喪失対象との関係性を示
すものが主であった。これらの形見を手放さない理由としては、「失った対
象を忘れたくないから」（45.5％）が最も多く選択されていた。池内（2006）
の調査では、死別のみでなく離別も喪失の一部として含まれていることに注
意が必要であるが、形見は失った人を想起したり、意識していたりするため
に保有されているものと見なすことができる。
一方、同じ調査の中で池内（2006）は、喪失からの回復についても尋ね
ている。死別・離別の経験者が回復に要した時間は、平均 2.49 年（標準偏
差 5.03）であった。ただし、回答の範囲は 3 日から 45 年までと幅広い。
回復理由については、「ほとんど思い出さなくなった」（22.3％）が最も多
く選択された。死別や離別を経験した人々は、失った対象を忘れないために
形見を保有しながら、思い出さなくなることを回復とみなしていることにな
る。
この、一見矛盾するような結果は、人々の喪失体験に対する多面的な心情
を表している。対象への愛着が強いほど死別や離別はつらい経験となり、想
起することに痛みを伴う。そのため、できればふだんの生活の中では忘れて
いたいと感じる。しかし、愛着のあった対象との思い出やつながりは、個人
の生活を支えるものにもなり得る。折々に思い出すことで、生きる気力を得
る人もいるだろう。池内（2006）の知見は、このような相反する人々の心
情が反映された結果であるといえる。
近親者の死は悲しみをもたらす出来事であり、ふだんの生活の中では死そ
のものを意識することが少ない。しかし、亡くなった人の記憶は常に我々の
中にあり、個人の価値観や生き方を形成する要素となっている。そのこと
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が、「思い出したくないけれども覚えていたい」という遺族の反応になって
現れるのであろう。
６．死別研究から得られる知見
これまでに紹介した一連の研究知見から、主に次の 2 つの点が指摘でき
るだろう。第 1 に、死別による悲嘆の影響因として、社会経済的な要因を
含む外的要因も大きな位置を占めている。例えば、看取りを納得のいく形で
行うことができたか、周囲の人にどのような対応をされたかといった死の周
辺の事象のあり方がその後の悲嘆を規定している。また、故人の生前の役割
や関係性も、遺族の悲嘆の強さやそこからの回復過程に影響を及ぼしてい
る。災害や事故による死別のように、予期しない死別を経験した人は病死や
老衰による死別を経験した人も強い衝撃が残りやすいことも明らかである。
これは、災害や事故の場合、死別をめぐる外的要因が、遺族の制御できる範
囲を超えるためであると考えられる。悲嘆を強くする要因は病死や老衰死の
場合にも存在するが、災害や事故ではその規模が大きく、死亡の事実を多く
の人が知るところとなる。そのため、遺族にストレスを与える副次的な出来
事が生じやすく、悲嘆がさらに複雑化しやすい。
第 2 に、死別は人としての成長や価値観の変化ももたらす。遺族は悲嘆
にくれるばかりではなく、故人が亡くなった原因である出来事の関連事象に
関心を向け、社会的活動に携わる例がみられる。さらに、死亡原因に直接関
わる事象を超えて、司法や政治のあり方といった社会的な問題に視野を広げ
ていく人もいる。
近親者との死別は我々に大きな衝撃を残す。さらに、死別によって二次的
なストレッサーが発生し、心理的負担を大きくする。死別後の衝撃から回復
するまでに、長い時間を要することもある。強い悲嘆が継続し、生涯回復で
きない遺族もいるだろう。しかし、一方で、我々は近親者との死別とそれに
付随する出来事を通して新たな視点を獲得し、豊かな生き方をすることもで
きる。何がその違いを生じさせているのか、さらに検討が必要であると考え
られる。
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７．死別調査の研究手法の課題
心理学領域の中でも、社会心理学における死別研究は、安藤（2004）や
池内（2006）にみられるように主に実際に死別を経験した遺族に対する質
問紙調査（アンケート）や面接調査（インタビュー）から知見を得ることが
多い。しかし、遺族に対してこのような調査を実施することは、複雑な問題
をはらんでいる。
まず、結果の一般化の問題である。死別自体は人が必ず経験する出来事で
あるが、そのひとつひとつの事例はあくまで個人的なものである。死別は個
人の生前の生活史や周囲の人との関係性、死後に残された人々の心理社会的
側面に影響を及ぼす。人の死やその後発生する出来事の質は個別性が高く、
安易に一般化することができない。したがって、1 回の調査で明らかになっ
た知見が広く他の人々にも適用できるかどうかについては、慎重にならざる
を得ない。
第２の問題は、調査協力者の記憶による結果の歪みである。死別を含むラ
イフイベントに関する調査では、手法として回顧法が使用されることが多
い。回顧法とは、調査協力者に過去の出来事を想起した上で回答してもらう
方法である。この方法の短所として、対象となる出来事が起きてから経過し
た時間が長いほど、記憶の消失や変容の影響を受けやすいことが挙げられ
る。忘却などの影響を避けたければ、死別経験から時間の経っていない人に
対して調査を行う必要がある。しかし、そのような調査協力者を発見するこ
とは困難であるばかりか、死別後間もなく調査をすること自体が死別経験の
二次的ストレッサーになるおそれもある。
第３に、回答拒否の問題がある。死別経験は当人にとってつらい思い出で
あることも多い。「思い出したくない」「話したくない」と考えている人もお
り、そのような場合は調査の依頼を受けても回答を拒否することが予想され
る。そのような中で、調査への参加に同意し、回答する人は、死別経験から
「立ち直って」いる人であるとも考えられる。このことは調査の結果に何ら
かの偏りをもたらしている可能性がある。
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８．調査協力者の権利保護
心理学の調査や実験は、その目的に賛同し善意で協力してくれる協力者な
くしては成立しない。調査や実験は大なり小なり協力者の仕事や私生活を妨
害するものである。そのような中、調査や実験の協力者は実施者の依頼を受
けて時間を割くのであるから、実施者には、研究実施によって協力者に及ぼ
す影響を最小限にとどめる責務がある。
死別についてたずねることはプライバシーに関わる内容をたずねること
になる。また、調査の中で過去の死別について想起することで、トラウマ
ティックな記憶が呼び起こされる可能性もある。それだけにとどまらず、協
力者の回答について、実施者が協力者の意に添わない解釈をすることで協力
者側に不快感が生じることもある。このように、死別研究は協力者にとって
多くのリスクを伴う。
日本心理学会では、人を対象とする研究を行う際の倫理規定をまとめて
いる（日本心理学会倫理綱領，2015.12.18 閲覧）。論文を投稿する際にも、
協力者に負荷をかける内容でないか、研究内容に協力者からインフォーム
ドコンセントを得たか、協力者のプライバシーが保障されているかといっ
たチェック項目を満たすことが望ましいとされている（表３; 日本心理学会
機関誌等編集委員会，2005）。心理学の研究であれば、どのようなテーマで
あってもこういった倫理的な規範を守ることが求められるが、協力者のスト
レスになりやすい死別研究においては、倫理面の配慮は特に入念になされる
・ 所属または関連機関に倫理委員会がある場合、研究を行うにあたりその承認を得ま
したか
・ 実験や調査に先立ち研究参加者からインフォームドコンセントを得ましたか
・ やむを得ずインフォームドコンセントが得られない場合は、代替となる手段をとり
ましたか（親や責任者による承諾を得るなど） 
・ 実験や調査においては、参加者や動物に負荷やリスクはありませんでしたか
・ 実験や調査にデセプションがある場合、事後説明などによる対処を行いましたか
・ 動物実験においては、必要最小限の個体数で実験しましたか
・ プライバシーは保障されていますか（データ収集や処理、論文に紹介する際の匿名
性の保障など）
表３　心理学研究投稿時の倫理チェックリスト（部分）
注 1） 日本心理学会（2005）執筆・投稿の手引き「倫理チェックリスト」より抜粋。
注 2） 「ディセプション」は、研究目的を伏せたり、偽ったりして実験や調査を行うこ
とを示す。
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べきである。
調査によってストレスを受けるのは協力者だけではない。調査実施者もス
トレスを経験する恐れがある。協力者の回答内容に衝撃を受けるといった直
接的な影響や、調査の過程で自身の過去の喪失体験を想起するといった間接
的な影響が考えられる。協力者に過去のトラウマティックな出来事を尋ね、
ストレスを与えることの罪悪感を感じる調査実施者も少なくないであろう。
９．死別調査の意義
このように、様々なリスクが存在し、慎重な実施が求められる死別研究で
あるが、調査協力者にとってデメリットしかもたらさないという訳ではな
い。以下に、死別調査の協力者が享受する可能性のあるメリットを 3 点挙
げる。
第１に、死別経験を語ることでカタルシス効果を得られる可能性がある。
トラウマティックな経験の自己開示は、長期的には精神的健康に望ましい効
果を与える（Pennebaker & Beall, 1986）。死別が嫌な経験として記憶され
ていれば、ふだんの生活の中では死別経験をなるべく口にせず、想起すらし
ないようにしている人もいるだろう。このような協力者にとっては、調査が
死別経験を開示する機会となり、死別という経験の捉え直しの場となるであ
ろう。
第 2 に、調査に参加することが、社会からの関心・理解を知るきっかけ
になる（大坊・堀毛・相川・安藤・大竹，2009）。調査への協力を求められ
ることが、自分自身または自分の経験が社会から関心を持たれ得るものであ
ると認識する機会となる。また、調査実施者が調査協力者に対して誠実に対
応することができれば、調査協力者が「見捨てられていない」「放置されて
いない」と実感できる。
第 3 に、調査参加によって、他世代への経験の継承を実感できる。学術
研究に協力することは、言うまでもなく自身が後世の学術発展の助力になっ
ているということである。死別はつらい経験であったかもしれないが、自身
の経験が研究知見となり、社会貢献できるという達成感を感じることができ
る。
以上のように、死別研究にはリスクがある一方、協力者にとっての利点も
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Bereavement Research
in the Domain of Psychology:
Problems of Surveys for the Bereaved
by Asami WATANABE
Most people experience bereavement. Bereavement from a close rela-
tive’s death is a very stressful life event. The resultant changes in a wide 
domain of internal or behavioral elements influences the severity of grief 
from which the bereaved person suffers. In a study of the bereaved who lost 
loved ones through a disaster, it becomes clear that external factors affect the 
person’s recovery from grief. In addition, the characteristics of the disaster 
often determine the strength and quality of grief. A survey regarding people 
bereaved from an airplane accident shows that individuals who are bereaved 
unexpectedly, experience a higher amount of stress than those bereaved 
under other circumstances. However, the accident-bereaved typically show 
great behavioral change after their grief has subsided and often come to be 
interested in social pursuits. Furthermore, in an investigation about keep-
sakes from their loved one held by the bereaved, the findings showed that 
people’s feelings are complicated, in the sense that they want to continue 
to remember their deceased loved one but their bereavement is a traumatic 
memory.
Finally, bereavement studies often take the form of interviews or 
surveys and there are certain aspects of the methodology and interpretation 
of data from such studies that researchers need to pay attention to. In 
addition, researchers must address confidentiality issues and other ethical 
considerations to minimize further potential stress on the bereaved that can 
be caused by completing the survey.
